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１ NITE電力安全センターの紹介

NITEは、「独立行政法人製品評価技術
基盤機構法」に基づき設置されている、経済
産業省所管の行政執行法人です。

現在、製品安全分野、化学物質管理分
野、バイオテクノロジー分野、適合性認定分
野、国際評価技術分野の5つの分野におい
て、経済産業省など関係省庁と密接な連携
のもと、各種法令や政策における技術的な
評価や審査などを実施し、わが国の産業を
支えています。

また、それらの業務を通じてNITEに蓄積さ
れた知見やデータなどを広く産業界や国民の
皆様に提供するとともに、諸外国との連携強
化や国際的なルールづくりなどに取り組み、イ
ノベーションの促進や世界レベルでの安全な
社会の実現に貢献しています。

■NITEの事業案内

電力安全センター
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経済産業省からの依頼を受けて、事故対応行政での諸課題等を踏まえた業務
から開始し、立入検査やスマート保安に係る業務を順次拡充し現在に至る。

スマート保安技術の
進展に伴い適切な
導入加速が必要

2017年度
（平成29年度）

2016年度
（平成28年度）

2015年度
（平成27年度）

2014年度
（平成26年度）

2018年度
（平成30年度）

経済産業省 電力安全課と業務検討／各団体等訪問

METI電力安全課に代わり事故報告の整理・分析（統計とりまとめ＆重大事故分析）

事故報告書情報に関するシステム構築・運用

事故実機調査

経産省の持つ活用しき
れてない事故情報を統
一的に整理・分析が必
要

事故情報の作成・整
理・分析の高度化に
はシステム化が必要 事業者自主保安とはい

え、調査能力に限界があ
り原因不明となっている
報告が散見

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

立入検査等再エネ対応

・再エネ導入拡大に伴
い小出力設備等で保
安上の課題が深刻化
・サイバーセキュリティ対
策も課題

2021年度
（令和3年度）

立検法施
行

スマート保安対応

法改正成立

2022年度～現在
（令和4年度）

立検拡充

電力安全センター業務の推移
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２ 詳報DBについて
■詳報データベースの構築

事故からより多くの教訓等を得るには、個々の事故で分析が深まり、その情報が蓄積・適切に水平

展開されることが重要です。NITEでは経済産業省と連携し、電気工作物での事故に関する情報シス

テム「詳報データベース」の構築・運用を行っています。
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電気事故発生の事業者は、経済産業省に事故報告書（詳報）を提出する。
事故の種類によって記載すべき内容が変わるほか、項目も多岐に渡るため 、一から作
成するには大変な手間と時間がかかる。

「詳報作成支援システム」を利用すると、指示に従って記載項目を入力していけば、完
成度の高い詳報を作成することが可能。
＊速報も作成可能。

詳報作成支援システムを使って頂くメリット

詳報作成支援システムは、Webブラウザーから使用開始なWebアプリケーションで、
ソフトウェアのダウンロードやインストールが不要です。

詳報作成支援システム
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詳報作成支援システム

■詳報の基本的な構成
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詳報作成支援システム

■詳報作成支援システムでできること
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詳報作成支援システム

■アクセス方法

【詳報作成支援システム】
https://www.nite.go.jp/gcet/
tso/shohosupport/

■詳報作成支援システムの利用は、
NITEホームページ→ 国際評価技術→電気保安技
術支援業務・スマート保安
のメニュー一覧にある「詳報作成支援システ
ム」からアクセス

• 電気事故報告の作成は、以下の2つに分かれていますの
で、該当するものを選択してください。

①「事故詳報作成」（電気関係報告規則第3条に係る
電気事故報告(詳報)）

②「小規模事業用電気工作物事故報告書作成」（小
出力の太陽電池発電又は風力発電設備に係る事
故）

• 詳報だけではなく、速報についても本システムから作成、提
出することができます。
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詳報作成支援システム

■システムの使い方動画マニュアル（YouTube）
事故例を題材としたストーリー形式になっており、登場人物2人の会話を通して、自然
にシステムの使い方が学べるようになっている。

※詳報作成支援システムの使い方 - YouTube

https://www.youtube.com/playlist?list=PLWxWKUOj3xAL7il1d7jJ17v8ieCHYM6gk
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詳報作成支援システム

■システムの使い方マニュアル（PDF版）
電気関係報告規則第三条に掲げる事業用電気工作物の感電死傷事故（1号）及び波及
事故（12号）について、具体的な事例を基に、当該システムを使った事故報告書の
作成・提出マニュアルを公開しました。その他、当該システムで利用可能な機能や
よくあるご質問についても紹介しています。

※システムの使い方マニュアル（PDF版）
https://www.nite.go.jp/data/000154976.pdf

2024年7月31日公開
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詳報公表システム

■システムの概要と目的

詳報公表システムは、電気事業法に基づく電気工作物に関する全国の事故情報（詳報）
が一元化されたデータベースです。
匿名化された事故情報を、同種事故の再発防止策や未然防止策の検討、社内教育等に活
用できます。
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詳報公表システム

■アクセス方法
■詳報公表システムの利用は、

NITEホームページ→ 国際評価技術→電気保安技術支援業務・スマート保安
のメニュー一覧にある「詳報公表システム」からアクセス

【詳報公表システム】
https://www.nite.go.jp/gcet
/tso/shohopub/search/
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詳報公表システム

■システムの特徴
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３ 事故分析

■保安統計とは
電気事業法第106条、電気関係報告規則第2条、第3条及び第3条の2
に基づき、前年度に発生した電気事故について、電気事業者、自家
用電気工作物設置者別に実績を取りまとめた統計である。

目的：電気工作物の事故の発生傾向を把握することで

→安全で安定的な電気供給のため

→技術基準の検討

→電気工作物設置者への適切な指導

に資するための情報を得ることを目的としている。

経済産業省ＨＰより
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safet
y/sangyo/electric/detail/denkihoantoukei.html

■電気事故とは

○感電又は破損事故若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を
操作しないことにより人が死傷した事故

○電気火災事故

○電気工作物の破損又は電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作
しないことにより、他の物件に損傷を与え、又はその機能の全部又は
一部を損なわせた事故

○主要電気工作物の破損事故

○波及事故

等のことであり、電気事故が発生した際、国へ報告しなければならない。

表紙
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令和4年度自家用電気工作物 第８表より

電気工作物と事
故原因別にクロ
ス集計
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令和４年度電気保安統計の概要

電気保安統計 P.24、P.78

電気事業法に基づく事故報告件数（令和3年度）は、電気事業者で14,980件、自
家用設置者で802件（両者で報告対象となる事故が異なることに注意が必要）。
電気事業者の事故は、台風等の自然災害による被害が多発した平成30年度を除き、
横ばい傾向。自家用設置者（主に太陽電池）の事故は、近年増加傾向にある。

事故件数の推移（平成2５年度～令和４年度）

（１）事故件数の全体推移
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令和４年度電気保安統計の概要

電気保安統計 P.24、P.25、P.78、P.79

自家用
設置者

電気
事業者設備の種類

57881発電所
178変電所

2387送電線路及び
特別高圧配電線路

014,069高圧配電線路
03低圧配電線路

2211需要設備
－361他社事故波及による供給支障

80214,980合計

電気事故件数（令和4年度）

自家用
設置者

電気
事業者事故の種類

36電気火災
4612感電死傷

103電気工作物の破損等による
死傷・物損

56248電気工作物の破損（主要）
16411,310電気工作物の破損（その他）

－3,604供給支障（被害なし）
13－他社事故波及（被害なし）
1012発電支障
21その他

80214,980合計
※1件の事故が2以上の事故の種類に該当する場合には各項にそれぞれ記載しているが、

合計には重複して記載していない。

事故の種類別では、電気工作物の破損と供給支障（被害なし）で大半を占める。
電力設備別では、高圧配電線路における事故が大半を占める。
自家用設置者においては、太陽電池発電所の事故が増加している。
太陽電池発電所：354件（前年度比約1.5倍）

（２）種類別、設備別の事故件数
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電気火災事故の発生件数は、電気事業者では前年度から1件の減少。自家用設置者
でも1件の減少。
感電死傷事故の発生件数は、電気事業者では令和3年度は前年度から2件の減少。こ
こ数年間では十数件で推移している。自家用設置者では前年度から8件の増加であり、
概ね横ばい傾向。
電気工作物の破損等による死傷・物損事故の発生件数は、電気事業者では令和4年
度は前年度から5件の減少。自家用設置者では前年度から3件の増加。

令和４年度電気保安統計の概要

電気保安統計 P.24、P.77

（３）電気火災、死傷・物損事故の推移
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供給支障事故件数は、令和4年度は前年度に比べ減少している。平成30年度は台風等の自然災
害が多発したため事故件数が突出している。
供給支障事故は高圧架空配電線路の設備破損によるものが多く、73.2%を占める。
高圧架空配電線路の事故原因としては、「風雨」が最も多く全体の25.9%、 次いで「樹木接触が
19.6%となっている。
自家用電気工作物からの波及事故件数は、過去7年間で横ばい傾向。大半は需要設備における事
故によるもの。詳細は「令和４年度電気保安統計」（P.23）参照。

（注）令和2年度電気保安統計より事故率の計算に用いている年間需要電力量の引用元を変更したため、令和元年度以前の
電気保安統計資料と比較して事故率に差異が生じている。（電気保安統計P.28参照） 電気保安統計 P.28

（１）供給支障事故の推移（旧一般電気事業者）

電気事業者
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電気事業者

電気保安統計 P.27、P.33～P.35

変電所の事故件数※は、令和4年度は前年度に比べ減少している。一方、送電線路・特
別高圧架空配電線路及び高圧架空配電線路の事故件数※は、令和4年度は前年度に
比べ増加している。
台風、豪雨などの自然災害の影響を受けたと考えられる年度は事故が増加（平成30年
度：台風24号など）。

事故率（変電所：出力100万kVA当たり）
事故件数（電気工作物の破損に係る件数） 事故率（送電線・特別高圧架空配電線路：亘長100km当たり）

事故率（高圧架空配電線路：亘長100km当たり）

※事故件数は、電気工作物の破損に係る件数

（２）変電設備、送配電設備（旧一般電気事業者・旧卸電気事業者）
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電気事業者

（３）水力、火力発電所（旧一般電気事業者・旧卸電気事業者）

電気保安統計 P.27、P.29～P.30

水力発電所の事故件数は、令和3年度は前年度に比べ2件の減少。
火力発電所の事故件数は、令和3年度は前年度に比べ5件の減少。

（注1） 事故件数は、電気工作物の破損に係る件数
（注2） 事故率の算出に用いている出力は、送電端の値である。
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（１）太陽電池、風力発電所の事故件数推移（自家用電気工作物を設置する者）

太陽電池発電所及び風力発電所においては、主要電気工作物の破損事故が大半。
太陽電池発電所は、事故件数、事故率ともに増加傾向。前年度から大幅に増加した要
因は、主に「逆変換装置又はインバータ」 （以下、本資料において「逆変換装置」とい
う。）の破損事故の増加によるもの。
風力発電所の事故件数は前年度から減少。令和2年度の事故件数が突出していたのは、
同種の「逆変換装置」の破損事故が頻発していたためである。

（注1）棒グラフ上の数字について、()括弧内の数値は棒グラフの数値を単純に合計したもの、[]括弧内の数値は電気保安統計第1表の事故総件数を記したものである。
1件の事故で複数の事故種類が該当する場合があり、()内は重複して計上、[]内は重複せずに計上したものである。

（注2）太陽電池発電所の平成24年度～平成28年度については、内訳及び事故率の数値の記載を省略している。
（注3）平成28年度の電気関係報告規則改正により、事故報告の対象範囲が拡大した。（太陽電池：出力500kW以上→出力50kW以上、風力：出力500kW以上→出力20kW以上）
（注4）事故率の算出に用いている出力は、送電端の値である。

電気保安統計 P.37～P.39、P.71～P.81

自家用設置者
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（２）太陽電池発電所（自家用電気工作物を設置する者）

事故発生電気工作物は、 「逆変換装置」が最も多く、全体の9割を占める。続いて、「太陽電池モ
ジュール」「支持物（架台）」が多くなっている。
事故原因は「不明」が最も多いが、中間報告のため原因調査中のケースや、「逆変換装置」の破損事
故において電子基板の交換等のみの対応で原因特定に至らないケースが多いためである。次に多いの
が「自然災害」で、そのうち「氷雪」及び「雷」が多い。

太陽電池発電所の事故被害件数（計478件※）
事故原因事故発生電気工作物

［自然災害］
の内訳

※破損した電気工作物の数を
計上している。1回の事故で複
数の電気工作物が破損する場
合があるため、P.37の数値と差
異が生じている。

自家用設置者

電気保安統計 P.67～P.68
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（３）風力発電所（自家用電気工作物を設置する者）

事故発生電気工作物は、 「発電機－回転子（巻線）」 、 「発電機－固定子（巻線）」及び
「逆変換装置」 が最も多い。発電機の回転子、固定子又は逆変換措置に係る事故は合わせて12
件にのぼる。
事故原因では「不明」が最多だが、中間報告のため原因調査中のケースが多いためである。なお、
「保守不備-保守不完全」も最多で、次に多いのが「保守不備－自然劣化」である。

風力発電所の事故被害件数（計25件※ ）

事故原因
事故発生電気工作物

※破損した電気工作物の数を
計上している。1回の事故で複
数の電気工作物が破損する
場合があるため、P.37の数値
と差異が生じている。

自家用設置者

電気保安統計 P.69～P.70
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（４）需要設備（自家用電気工作物を設置する者）

電気保安統計 P.39、P.78

令和4年度は、需要設備における事故件数は221件であり、うち波及事故は170件であった。
事故件数の推移は、平成28年度以降（注1）は概ね横ばい傾向がみられる。

（注1）平成28年度の電気関係報告規則改正により、波及事故のうち原因が自然現象であるものについては集計の対象外と
なった。そのため、それ以前と比べると需要設備における事故件数は大幅に少なくなっている。

（注2）本資料P.7の「自家用電気工作物からの波及事故件数」は、旧一般電気事業者が提出した電気保安年報を集計したものであり、
本ページの事故件数は自家用設置者が提出した電気事故報告書の件数を集計したものである。両者で報告対象が異なる等の理
由により数値は一致しない。

自家用設置者
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（５）需要設備における波及事故①（自家用電気工作物を設置する者）

電気保安統計 P.76～P.77

事故発生電気工作物は、「ケーブル」が最多で約6割を占める。続いて「PAS（柱上気中開閉
器）」「遮断器」「高圧負荷開閉器」「断路器」が多く、上位五項目で全体の約9割を占める。
原因別では、「保守不備－保守不完全」「保守不備－自然劣化」「故意・過失－作業者の過失」
の順に多く、これら上位三項目で全体の約7割を占める。「保守不備－保守不完全」、「保守不備
－自然劣化」及び 「故意・過失－作業者の過失」ではケーブルの事故が多い傾向にある。

事故発生電気工作物
需要設備における波及事故件数（計170件）

事故原因

自家用設置者
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自家用設置者

（６）需要設備における波及事故②（自家用電気工作物を設置する者）

電気保安統計 P.76～P.77

需要設備における波及事故について、PAS等の区分開閉器の設置・動作状況等を示したものが
下の円グラフである。
「区分開閉器不動作」が最も多く、全体の約4割5分を占める。その内訳は「保護継電器不良」
「不明」「誤投入・強制投入」の順で多くなっている。
次に多いのが「区分開閉器未設置」で、これは、PAS等の区分開閉器を設置していれば、波及事
故が防げていたというものである。

需要設備における波及事故件数（計170件）

波及要因 ［区分開閉器不動作］
の内訳
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小規模事業用電気工作物
（１）太陽電池発電所

事故発生電気工作物は、 「逆変換装置」が最も多く、全体の約8割を占める。続いて、
「太陽電池モジュール」「支持物（架台）」が多くなっている。
事故原因は「保守不備－自然劣化」が最も多く、全体の約7割を占めている。次に多い
のが「自然災害」で、その内訳は多い順で「風雨」「氷雪」「雷」「水害」となっている。

太陽電池発電設備の事故被害件数（計313件※）

事故原因事故発生電気工作物

［自然災害］
の内訳

※破損した電気工作物の数を
計上している。1回の事故で複
数の電気工作物が破損する
場合があるため、P.83の数値
と差異が生じている。

電気保安統計 P.85



32

（２）風力発電所

主要電気工作物の破損事故は1件で、前年度から6件の減少。
事故発生電気工作物は風車、事故原因は「自然災害－風雨」となっている。

風力発電設備の事故被害件数（計2件※）

事故原因事故発生電気工作物
※破損した電気工作物の数を
計上している。1回の事故で複
数の電気工作物が破損する
場合があるため、P.84の数値
と差異が生じている。

電気保安統計 P.85

小規模事業用電気工作物
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■令和6年６月27日 プレスリリースより
事故情報データベースを活用して、全国の需要設備等で発生
した「感電死傷事故」に関する詳細分析を行うとともに、6月
27日に注意喚起を実施。
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■令和６年８月１５日 プレスリリースより

8 月 16 日～17 日にかけて強い勢力を持つ台風 7 号が関東～東北にかけて接近、
または、上陸するおそれがあると予報されていたため、緊急に注意喚起を実施。
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自家用電気工作物にかかる重大事故報告において、調査能力に限界があり原因不明となって
いる報告が散見。事業者の多くが中小事業者であること等により、受付する監督部でも原因究
明を強く指導しきれないという事情もヒアリングにより判明。
NITEでは主任技術者や設置者などからの調査依頼に基づき、事故実機をお預かりし、観察結
果などのファクトデータを提供し、事故原因の推定や事故詳報の作成の参考資料として提供開
始。
NITEの調査によって明らかとなった事項については注意喚起文書を作成・公表。

産業構造審議会 保安・消費生活用製品全分科会 第19回電力安全小委員会（2019年3月15日） 資料6より加工

調査結果の活用例
<事業者>
• 再発防止対策の実施
• 類似設備の点検

<経済産業省>
• 事業者への改善指導
• 類似事業所への注意

喚起

<NITE>
• 外部の研修会等におけ

る事例紹介
• 電安小委への報告

４ 事故実機調査について
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電力会社側設備

事業者
構 内

電
力
会
社
柱

自
家
用
構
内
第
１
柱

事業者によっては、受変電設備が建物内にある太陽電池発電設備についてはパネルやPCSも調査

※ PASとは、 Pole Air Switch
の略称で気中負荷開閉器と呼ばれ
るものです。区分開閉器の一種とな
ります。

niteの調査範囲
ＰＡＳから第１分電盤まで

（ケーブル含む）

事業者側設備

キュービクル

※

太陽光発電設備 パワーコンディショナー（PCS）

受電設備

■調査の対象範囲
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■まずはご連絡・ご相談を

NITEによる事故実機調査を検討される場合、
まずはNITEへご連絡・ご相談を。
＊電気工作物によっては調査不可なものもございます。

NITEの事故実機調査が、皆様の電気保安
の一助になれましたら幸いです。

●受付・詳細お問い合わせ先
[電気工作物の事故実機調査業務]
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/jikojikki.html
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背景：電気保安をとりまく課題とスマート化の流れ

需要設備等の高経年化や再エネ発電設備が増加する一方、電気保安に携わる電気保安人
材の高齢化や電気保安分野への入職者の減少が顕著。また、台風や豪雨等の自然災害が激
甚化し、太陽電池発電や風力発電等の再エネ発電設備の事故が増加。

さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大下においても、重要インフラである電力の共有は止め
ることのできない業務であり、そのための保安作業についても安定的な業務継続が必要。このよ
うに電気保安分野では、構造的な課題や様々な環境変化への対応が求められているところ。

こうした課題を克服するため、電気保安分野においてIoTやAI、ドローン等の新たな技術を導
入することで、保安力の維持・向上と生産性の向上を両立（＝電気保安のスマート化）させ
ていくことが重要。

電気保安の課題
電気保安を担う人材不足

需要設備等の高経年化

災害の激甚化

風力・太陽電池発電設備の設置数・
事故数増加

新型コロナ感染症下での電気保安
の継続

IoT・AI,ドローン等
の新たな技術の導入

電気保安のスマート化

保安力の維持・向上

生産性向上

出典：2021年3月16日 スマート保安官民協議会第3回電力安全部会
「電気保安分野におけるアクションプランの概要」

５ スマート保安について



スマート保安のアクションプランの策定
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目的：スマート保安プロモーション委員会の位置づけ

官民間・業界間でのコミュニケーションツールとして、スマート保安技術やデータを活用した新たな保
安方法について、その妥当性を確認・共有する場として設置。

スマート保安技術の導入と普及拡大のプロモートを目的として、申請のあったスマート保安技術や
データを活用した新たな保安方法について、保安レベルの維持・向上に必要な技術要件を有してい
るか、その妥当性を確認。

NITEは、プロモーション委員会での議論を踏まえ、当該保安方法について、関係業界等への普及
広報（スマート保安技術カタログの作成・公開等）、導入を促進するための基準策定や規制見直
しの提言等の実施。
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委員会での検討内容

プロモーション委員会で確認
した保安方法について、
NITEがカタログにとりまとめて、
関係業界等に広く普及広報
を行う。

スマート保安
技術カタログ
(電気保安)

独立行政法人製品評価技術基盤機構
国際評価技術本部

①基礎要素技術の評価

（１）保安レベルの維持・向上に関する技術評価

②保安技術モデルの評価

保安レベルの維持・向上に必要な技術要件を有しているかどうか、
新技術の有効性、メリット、安全性・信頼性及びコスト評価等を
考慮して、技術的な観点から確認を行う。

模擬又は試験設備での試験データをもとに、今後電気保安の現
場でスマート保安技術モデルとして活用できそうか確認を行う。

（２）当該技術の導入促進に向けた検討

現場運用実績が積み重ねられているもの、或いは実証試験による
評価が完了しているもので、従来業務の代替が可能なもの。

電気設備に実際に採用できる可能性のある新しいスマート保安技
術で、まだ実設備での実証がなされていないもの。

導入促進を進めるための課題や普及促進方策、規制の見直し
の必要性等について、検討を行うとともに、事業者に対して導入
促進に向けた助言や想定されるリスクに関するアドバイスを行う。
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スマート保安技術カタログ（電気保安）

令和4年7月8日に第1号案件を掲載したスマート保安技術カタログ（第1版）をHPで公開。
現在は（第15版：2024年 8月9日改定）まで更新を重ね、第17号案件まで掲載。
技術カタログのURL：https://www.nite.go.jp/gcet/tso/smart_hoan_catalog.pdf
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第15版 (1)保安技術モデル×6件、(2)基礎要素技術×10件を掲載。
注: 要素2022 00001-01の基礎要素技術は、第18回プロモーション委員会で実証データと検証評価の妥当性・実効性が確認

されたために、保技2023 10005-01の保安技術モデルに区分変更となったために、件数が1件異なる。
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６ 事故事例

NITEでは、事業者から経済産業省に提出される電気工作物の事故情報である詳
報※の分析を実施しています。
今回は、令和５年度に発生した事故のうち、電気工事の際に起こった事故を事
例集として取りまとめましたので、ご報告いたします。

※「詳報」とは、電気関係報告規則第3条（事故報告）に基づき、事業用電気工作物を設置する電気事業者
又は自家 用電気工作物を設置する者から、経済産業大臣又は電気工作物の設置の場所を管轄する産業
保安監督部長宛てに提出された電気事故報告書のこと。
本資料における「死傷事故」とは、電気関係報告規則第3条第1項の表第1号「感電等の電気工作物に係わ
る死傷事故」に基づき、電気工作物の設置の場所を管轄する産業保安監督部長宛てに提出された事故であり
、感電又は電気工作物の破損若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作しないことにより人が
死傷した事故（死亡又は病院若しくは診療所に入院した場合に限る）をいう。
本資料における「波及事故」とは、電気関係報告規則第3条第1項の表第11号（平成28年度改正より前は
同規則第10号に該当）に基づき、電気工作物の設置の場所を管轄する産業保安監督部長宛てに提出され
た事故であり、一般送配電事業者（旧一般電気事業者）等の電気工作物と電気的に接続されている電圧
3,000ボルト以上の自家用電気工作物の破損事故又は自家用電気工作物の誤操作若しくは自家用電気工
作物を操作しないことにより一般電気工作物又は特定送配電事業者（旧特定電気事業者）に供給支障を
発生させた事故をいう。
この分析及び事例集は、経済産業省に提出された詳報の記載内容に基づき、NITEが事例抽出を試みたもの。
詳報に記載が無い情報については、不明等としている。
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被災場所：配電線路
事故発生電気設備：高圧架空配電線路
作業目的：旧柱から新柱への活線による高圧線移替
原因分類：感電(作業者)／被害者の過失
経験年数：－
保有資格：不明
被害内容：電撃症（前腕右、上腕右、左手）

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
・関係者に対する当面の再発防止策等の周知徹底

(1) 装柱部材を含めた接近限界距離の確保(より安全な作業工法の選択)
(2) 絶縁用防具取付の徴底
(3) 班長による専念監視の徹底
(4) 作業内容に応じた潜在的危険予知の徹底

・外線エ事を行う全作業者に対し、感電に重点を置いた再教育を実施
・各作業に潜在する危険を予知する訓練（教育）の強化
・臨時／定期安全パトロールの実施、定着状況の確認・フォロー

＜事故原因＞
電気工事作業者の右腕に抱きかかえた腕金が、接近限界距離よりも高圧

線に接近した状態で作業を実施した。その結果、絶縁用防具（防護管）を
取付けていない高圧線へ腕金を接触させ感電に至ったと推定される。

＜事故概要＞
高圧架空配電線路における、旧柱から新柱への活線による高圧線移替工

事において、高圧線を架設する腕金を新柱へ取付ける際、電気工事作業者
が誤って腕金を高圧線に接触させ死傷事故となった。
（配電電圧：6600V）

入電箇所

出電箇所

出電箇所

電流の大部分
は腕金を通過

右上腕：
２度の熱傷

右前腕：
２度の熱傷

右掌、左中指先、
左薬指先：
３度の熱傷

作業状況

＜①死傷事故 Aパターン：感電負傷事故＞
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被災場所：建設工事現場（工事用足場上 地上から約9mの高さ）
事故発生電気設備：高圧架空配電線路
作業目的：建築工事用足場のシート取り付け作業中
原因分類：感電(公衆)／被害者の過失
経験年数：１年
保有資格：－
被害内容：電撃傷（右肘）、骨折（背中・複数範囲）

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• 事業者にて建設工事用防護管取り付けの実施
• 本工事事例の周知、感電事故防止の安全指導および教育

（建設防護管取り付けの重要性（法的義務）、感電事故の危険性、
建設工事用足場接触による感電事故事例の周知（感電防止パンフ
レット配布他）

• 建設業関係者への注意喚起・建設工事用防護管の取り付け徹底依頼。

＜事故原因＞
高圧架空配電線と建築足場が接触するような現場状況であっ

たにも関わらず、電力会社へ建設工事用防護管の取り付けの依
頼連絡を怠り、作業者（公衆）が工事用シートを単管足場に取
り付け作業中、誤って右腕上腕が高圧充電部に接触し、単管足
場へ接触していた右肘内側へ通電経路が形成され感電、その衝
撃でバランスを崩し墜落し負傷したものと推定される。

＜事故概要＞
工事現場の建築足場組立作業中に建設作業員（公衆）が

誤って右腕を高圧架空配電線路に接触し感電、バランスを崩
し足場より墜落し、負傷した。（受傷電圧：6600V）

感電による衝撃でバ
ランスを崩し墜落

感電経路（推定）
右腕上腕から右肘
内側へかけて通電

事故現場

高圧引留カバー

建設作業員
足場単管に乗って作
業していた。

高圧配電線
（6600V）

接触点：右上腕

工事用シート

＜②死傷事故 A+Cパターン：感電負傷事故＞
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被災場所：工場内機械設備（低圧）
事故発生電気設備：自動停止装置制御盤
作業目的：制御盤の移設工事
原因分類：感電(作業者)／作業方法不良
経験年数：ー
保有資格：第1種電気工事士
被害内容：作業者（従業員）１名が負傷（感電及び骨折）

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• 安全教育の再実施（検電作業、防護器具着用方法等）
• 電気工事作業のルール追加

（作業チェックシートを作成し、手順をチェックする。）
①作業前の検電の徹底
②感電防護手袋着装の徹底
③作業に合わせた防護器具使用の徹底
④活線作業の有無

• 活線作業は原則実施しない。やむを得ない場合は作業手順書を
作成し、電気主任技術者等の許可をもらい、2人以上で作業す
る。

• 充電中の電線にタグを付ける。

＜事故原因＞
制御盤の移設工事中に感電防護手袋等の安全対策をとらず、一つ

一つの回路を検電しなかったため、外部電源が接続された活線部を
見落とし、当該制御盤内の配線を取り外す作業中に誤って充電中の
端子部（200V）に接触し感電したと推定される。

＜事故概要＞
機械設備の自動停止装置制御盤の移設工事中に、電気工事の作

業者が誤って制御盤内の充電中の端子部（200V）に触れて感電し、
更に感電時の衝撃で左肩を骨折した。（受傷電圧：200V）

接触部位（LBS
下部端子部）拡
大

制御盤の配線を
取り外す際、充
電中（200V）
の端子部を素手
で触れて感電。
通電経路 左手
⇒右手の平

制御盤の内部

制御盤の支持部分が
損傷したため、移設
工事を計画。
（既設位置から赤線
枠の位置に移設）

制御盤
（既設位置）

移設位置

外部電源の配線
（活線）

＜③死傷事故 Aパターン：感電負傷事故＞
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A

アクリル板固定
フレーム
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被災場所：受電キュービクル
事故発生電気設備：高圧進相コンデンサ
作業目的：設備の容量や機器銘板などの設備状況の確認
原因分類：感電(作業者)／被害者の過失
経験年数：4年
保有資格：第三種電気主任技術者
被害内容：感電死

＜事故概要＞
キュービクルに作業者が無断で侵入し、充電部（高圧進相

コンデンサの端子部）に接触し、感電死亡した。
（受傷電圧：6600V）

＜事故原因＞
作業者が設備の容量や機器銘板などの設備状況を確認するため、

電気主任技術者への連絡無く、通電中のキュービクル内にアクリ
ルパネルを外して侵入し、誤って充電部（高圧進相コンデンサの
端子部）に接触し、感電したものと推定される。

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• キュービクル内の確認作業は、二名以上の複数名にて実施。

予定外作業はさせない。
• キュービクルの無通電状態を検電器等により確認すること。通

電状態が確認された場合は、キュービクル立入禁止。
• 事故情報の共有化（本事故内容を他事業場に展開）
• キュービクルの扉の鍵管理および開錠ルール遵守の徹底

電気主任技術者以外への貸出は原則禁止。貸出する場合は電気
主任技術者へ連絡する教育を実施する。通電中のキュービクル
の扉開錠は、電気主任技術者に連絡、立会いのもと実施する。

直列リアクトルと高
圧進相コンデンサ間
の青相高圧配線が変
形し、充電部が一部
露出していた。

青相

感電状況（イメージ）

接触感電部位
（コンデンサ
青相端子部）

通電経路
A：左足大腿部後ろ（コンデ
ンサ青相端子部）

↓
B：左手手のひら（アクリル
板固定フレームを把持）

高圧進相コンデンサ

直列リアクトル

＜④死傷事故 Aパターン：感電死亡事故＞
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被災場所：高圧配電線路（架空配電線路）
事故発生電気設備：柱上変圧器
作業目的：配電線工事
原因分類：感電(作業者)／作業方法不良
経験年数：29年
保有資格：ー
被害内容：作業者（その他）１名が左手および前腕（左・右）

を感電負傷（受傷電圧：6600V）

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
①作業手順の見直し（高圧充電部が露出した状態を継続させない）
②活線注意標識の取り扱いに関するルールの明確化
• 活線注意標識の上部へ移動する場合、作業者は活線注意標識の

位置で一旦停止し、監督者に指示を仰ぐ。作業監督者は、活線接近
作業の範囲について、技術者と確認、会話のうえ、上部への移動を指示する。

③高圧充電部付近での作業に対する感電リスクへの意識強化
• すべての現場作業者に対して、感電災害を防止するための安全ルールについて教育を実施する。
• 安全確認日に、すべての現場作業者に対して事故事例などから、感電負傷災害による自身や周囲

（家族や職場の仲間など）への影響について振り返りを行い、継続的に意識強化を図る。

＜事故原因＞
作業者（その他）の感電負傷原因は、以下の①~③と推定される。

①作業手順の不備
（高圧充電部が露出した状態が数時間継続し得る手順であった）
②活線注意標識の取り扱いに関するルールが不明確。
（活線注意標識より上部での作業であったが、その場合の具体的な

実施事項が定められていなかった。）
③高圧充電部付近での作業に対する感電リスクの意識が不足。

＜事故概要＞
高圧配電線路の配電線工事の準備作業中、高所作業車上の作業者（その

他）の持っていたステンレスバンドが柱上変圧器の1次ブッシング防具未
取付部（高圧充電部）の先端部分に誤って接触し、感電（2回）負傷した。

1回目 流入箇所：左手指（推定）⇒流出箇所：左前腕（推定）
2回目 流入箇所：右前腕（推定）⇒流出箇所：右前腕（推定）

【接触部位】
変圧器1次ブッ
シング付近

柱上変圧器
6600V

高所作業車
（バケット上）

ケーブル固定用
ステンレスバンド

コンクリート電柱

感電の状況（イメージ）

1回目感電
左手指⇒左前腕

2回目感電
右前腕⇒右前腕

＜⑤死傷事故 Aパターン：感電負傷事故＞
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被災場所：高圧架空線路
事故発生電気設備：高圧配電線路
作業目的：建設用仮足場にペンキ飛散防止用ネットを取付ける作業
原因分類：感電(公衆)／被害者の過失
経験年数：－
保有資格：不明
被害内容：電撃症（左前腕部、右脇部）（受傷電圧：6600V）

＜事故概要＞
高圧架空線路の近接で、建屋外壁の塗装工事のため、ペンキ飛散

防止用ネットを取付作業中に、作業員が高圧架空線路に触れ感電負
傷事故となった。

＜事故原因＞
被災者は、作業箇所付近に高圧線が接近していることを認識しておら

ず、仮足場と高圧線が接近した作業にも関わらず高圧線への建設用防護
管未取付の状態で作業していたため、咄嗟の行動で高圧線に接触し感電
した。

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• 施工関係者に対し、感電事故発生状況と感電事故防止ＰＲを実施
• 個人事業主である事業者へもＰＲが行き届くよう中小企業の窓口である

商工会議所へＰＲパンフレット設置を依頼
• 各社の安全管理者に対する対面を基本としたＰＲの実施
• 電線との安全な離隔距離確保について、関係者への理解浸透教育を依頼
• 今回の感電事故を受けＰＲ活動を前倒しにて実施
• 今回の事例周知及び電線近接作業現場を発見した場合は必要な措置を講

ずる要請を現地で実施するよう依頼

ネットが下段の足場付近で絡まっ
ていたため、足場外側に体を乗り
出し、ネットを一旦引き上げた。

引き上げたネットをほどくため、
左手はネット端を把持した状態で、
引き上げたネットを右手で放り投
げた。（右腕を振り上げた）

①絡まったネットを引き上げる ②引き上げたネットを放り投げる

③投げた反動で右脇で高圧線を挟み込み（感電）

振り下ろした右腕が高圧線をまた
ぎ、右脇で高圧線を挟み込み感電。

入電箇所
右脇部

出電箇所
左前腕部

高圧線

＜⑥死傷事故 Aパターン：感電負傷事故＞
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被災場所：４階屋上キュービクル内、受電用断路器
事故発生電気設備：受電用断路器
作業目的：キュービクル吊りボルトの交換作業
原因分類：感電(公衆)／被害者の過失
経験年数：13年
保有資格：無
被害内容：電撃症（右手）（受傷電圧：6600V）

＜事故概要＞
建築会社の作業員がキュービクル吊りボルト、ナットの交換作業のため、

キュービクル扉を開放し充電中のキュービクル内に手を入れたところ、受
電用断路器に右手が当たり感電した。主任技術者はキュービクル扉を開放
する作業が発生しないと認識していた。

＜事故原因＞
吊りボルト・ナットの交換の為、キュービクル内部に手を入れナットを

抑える際、受電用DS（R相）に右手部分が触れ感電した。

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• 作業前の事前ミーティングを徹底し、作業工程の確認を全作業員に確

認させる。
• 追加作業が発生した際は、再度全作業員にミーティングを実施し作業

工程を周知する。
• 受変電設備の鍵の受け渡しは、作業者から責任者へ報告・連絡・相談

するよう周知する。
• 電気設備近傍での作業や、受変電設備の鍵の受け渡しがあるときは、

責任者が電気主任技術者へ連絡し、注意事項や助言を求めるようにす
る。

• 緊急時の連絡系統図を作業場所の要所に掲示する。
• 電気主任技術者による、電気の基礎知識に関する安全講習を実施する。 黄枠：作業対象のキュービクル吊り下げ金具

（キュービクル内側）

赤枠：被災者感電流入部分（右手）

青枠：被災者感電流出部分（左腕）

＜⑦死傷事故 Aパターン：感電負傷事故＞
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＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
1）作業手順書へ以下の内容の追記および改訂。

①作業指示者、作業操作者及び作業確認者は、作業手順書と現地の
デバイス番号を確認してから指示し、作業及び確認を行うこと。

②接地側・操作側両方の扉にデバイス番号を記載した『短絡接地中』
を表示する。

③断路器（DS）の一次側に短絡接地器具を取り付けている間は、
PASの操作部に『DS短絡接地中』を表示する。

④充電部がわかるように色分けした単線結線図および盤図を添付する。
2）作業指示者、作業操作者及び作業確認者は、兼務させず、異なる別々の者を配置する。
3）現地の見やすい場所に作業手順書を掲示して、手順を一つずつ確認しながら作業を行う。

＜事故原因＞
• 作業指示者が手順書に定めたデバイス番号を十分に確認せず、受

電点に近い方の短絡接地器具（メイン短絡接地器具）ではなく
誤って発電機用短絡接地器具を外すよう指示した。

• 作業操作者が指示内容に疑問を持たず、発電機用短絡接地器具を
取り外し、メイン短絡接地器具が接続された状態で復電操作を
行ってしまった。

＜事故概要＞
年次点検の復電の際、断路器一次側電路に短絡接地器具を取り付

けたまま高圧気中負荷開閉器（PAS）を投入し、短絡地絡が発生、
制御電源喪失によりPASが開放せず、波及事故になった。
（受電電圧：6600V）

事故発生電気設備：需要設備（高圧）／断路器
原因分類：故意・過失／作業者の過失
被害内容：供給支障電力：1,289kW

供給支障期間：47分
供給支障軒数：10軒

接地端子

Ｔ端子

Ｓ端子

Ｒ端子

本来外すべき短絡接地
器具の取付状況

＜⑧波及事故 B2パターン＞

（メイン短絡
接地器具）

（発電機用短
絡接地器具）
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事故発生電気設備：高圧負荷開閉器（LBS)
原因分類：他物接触／鳥獣接触
被害内容：供給支障電力：149KW、供給支障時間：1時間4分、

供給支障軒数：－

＜事故概要＞
受電キュービクル内のLBS1次側にヘビが引っかかり地絡が発

生した。保護範囲内であったが地絡継電器が動作せずPASが開放
されなかったため、波及事故に至った。（受電電圧：6600V）

＜事故原因＞
前回年次点検時、異常なしであったが、地絡方向継電器

(DGR) 内部の基板の動作が不安定になっているために、事故
時に地絡を検出できなかったと考えられる。

DGRは設置から20年以上経過しており、
製造メーカーによると「メーカーの更新推奨年
が経過しているため動作保証はできかねる」
とのことであった。

＜事業者及び関係者が行った防止対策＞
• キュービクル内部の配管の小動物の侵入口を

塞ぐ。
• PAS、高圧地絡方向継電器、引込ケーブルの

取替を実施する。
• 点検を実施する毎に、キュービクル内の小動

物侵入口がないか確認する。 LBS

ヘビ

責任分界点
財産分界点

PAS

VCT

LBS

CVTヘビ接触箇所

×

構内柱

＜⑨波及事故 B2パターン＞



死傷事故要因分析図
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A：充電している電気工作物に接触した場合。
B：充電している電気工作物でアークが発生した場合。
C：充電している電気工作物に接触等した後の動作で

被災した場合。
D：充電している電気工作物によらず被災した場合。

*1:電流によるジュール熱で深部組織が損傷

*2:アークやスパークの熱、衣服火災などによる熱傷

死傷事故

OR

電気が誘因
となった死傷

充電
電気工作物

被災者

AND

電撃傷（症）

OR

感電による
真性電撃傷*1

充電
電気工作物

被災者

AND

アークによる
電気熱傷*2

充電
電気工作物

被災者

AND

電気による
死傷

電気以外での
死傷

OR

A B

C

D

【参考】



死傷事故事例集における原因と要因分析パターンとの関係
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死傷事故要因分析パターン

DCBA原因別（原因分類表2）

設備不備

電気火災

保守不備

自然現象

過失

無断加工

その他

作業準備不良

感電（作業者）

③⑤作業方法不良

工具・防具不良

電気工作物不良

①④被害者の過失

第三者の過失

その他

電気工作物不良

感電（公衆）

②②⑥⑦被害者の過失

第三者の過失

自殺

無断加工

その他

丸数字：表内の丸数字は事例集題目に
付与されている番号に対応する。

死傷事故要因分析パターン

DCBA原因別（原因分類表3）

電気工作物の欠陥

電気工作物の損壊

電気工作物の操作

【参考】



波及事故要因分析図
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A：区分開閉器が破損した場合。
B：区分開閉器以外の電気工作物が破損

し、且つ、区分開閉器が未設置又は
不動作の場合。

C：その他

• 波及事故の発生要因は３パターンに
分類することができ、どれか一つで
も条件を満たすと波及事故になる。

• AパターンとBパターンで 98％と大
多数を占める。

A B C

（A１） （A２）

（A３）

（B１） （B２）

＜例＞
区分開閉器以外の電気工

作物が破損し、且つ、区分
開閉器が正常動作したけれ
ども、電力会社の設備が再
投入できなかった場合等。

波及事故

OR

その他区分開閉器
破損

OR

1次側
破損

本体内部
破損

2次側
破損

制御機器
破損

AND

電気工作物
破損

区分開閉器
未設置

区分開閉器
不動作

OR

AND

【参考】



波及事故事例集における原因と要因分析パターンとの関係
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波及事故要因分析パターン原因別（原因分類表1）

CB2B1A3A2A1小分類大分類

製作不完全
設備不備

施工不完全

保守不完全

保守不備 自然劣化

過負荷

風雨

自然現象

氷雪

雷

地震

水害

山崩れ、雪崩

塩、ちり、ガス

⑧作業者の過失

故意・過失
公衆の故意・過失

無断伐採

火災

樹木接触

他物接触 ⑨鳥獣接触

その他の他物接触

電気腐しょく
腐しょく

化学腐しょく

震動震動

自社
他事故波及

他社

燃料不良燃料不良

その他その他

不明不明

丸数字：表内の丸数字は事例集題目に
付与されている番号に対応する。

【参考】



最後に NITEにおける電気保安技術支援の取組みをHPで紹介！
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スマート保安の詳細
詳報作成支援システム、公表システム

・詳報作成支援システムの解説動画リンク
・詳報作成支援システムの入力マニュアル
立入検査、事故実機調査等
問い合わせ先



ご静聴ありがとうございました。
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